
○常陸太田市住宅用高効率給湯器設置事業費補助金交付要項 

平成２２年３月３１日 

告示第３６号 

（目的） 

第１条 この要項は、市民の環境意識の高揚を図り、地球環境の保全と、環境

にやさしいまちづくりを目的として、エネルギー効率が高く、温室効果ガス

の排出抑制につながる高効率給湯器を住宅に設置する者に対し、予算の範囲

内において、補助金を交付することについて、常陸太田市補助金等交付に関

する条例（昭和３０年常陸太田市条例第６１号）に定めるもののほか、必要

な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要項において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定め

るところによる。 

(1) 補助対象機器 住宅に設置される高効率給湯器等のうち、別表に掲げる

給湯器等をいう。 

(2) 住宅 市民が自ら居住するために用いる家屋（事務所、店舗その他これ

らに類する用途を兼ねる家屋であって、当該家屋の延床面積の２分の１以

上が居住の用に供するものを含む。）をいう。ただし、貸借に供するもの

を除く。 

(3) 住所を有する 住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）第５条の規

定により本市の住民基本台帳に登録されていることをいう。 

（補助対象事業） 

第３条 補助の対象となる事業は、常陸太田市内において実施される補助対象

機器設置事業（以下「補助事業」という。）とする。 

（補助対象者） 

第４条 補助金の交付を受けることができる者（以下「補助対象者」という。）

は、次の各号のいずれかに該当するものとする。ただし、補助対象機器をリ

ース契約で設置した場合並びに補助対象者及び補助対象者と生計を一にして

いる者が過去にこの要項による補助金の交付を受けている場合は除く。 

(1) 市内に住所を有する個人で、その居住する住宅に補助対象機器が設置さ

れている者 

(2) 市内に住所を有することが見込まれる個人で、その居住のために取得す

る住宅に補助対象機器を設置しようとする者（ただし、補助対象機器の設



置工事を完了した日の属する会計年度の翌年度の４月末日までに市内に住

所を有さない場合は除く。） 

（補助金の額） 

第５条 補助金の額は、補助対象機器の設置に要した経費と別表に掲げる補助

金の上限額とを比較して少ない方の額とする。ただし、補助金の額に１，０

００円未満の端数が生じた場合には、これを切り捨てるものとする。 

（補助金交付の申請） 

第６条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、補

助対象機器の設置工事を完了した日の属する会計年度の末日（この日が市の

休日に当たるときは、その前の開庁日）までに、常陸太田市住宅用高効率給

湯器設置事業費補助金交付申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添えて、

市長に提出しなければならない。 

(1) 補助対象機器の設置費に係る領収書等の支払の事実を確認できる書類

の写し及び経費の内訳が確認できる書類の写し 

(2) 補助対象機器の保証書の写し 

(3) 補助対象機器の製造会社名、機種名及び型式を確認することができるカ

タログその他の書類 

(4) 工事完了後の補助対象機器の設置が確認できる現況及び型式、製造番号

等が確認できる写真 

(5) 設置した住宅への案内図及び当該住宅の全景写真 

(6) 当該住宅が申請者の所有でない場合又は共有名義で所有の場合には、当

該住宅の所有者又は共有者の承諾書 

(7) 申請者が第４条第２号の規定に該当する場合は、市へ転入後の住民票 

(8) その他市長が必要と認める書類 

（補助金交付の決定） 

第７条 市長は、前条の規定による申請があったときは、当該申請に係る書類

等の審査及び必要に応じて現地調査等を行い、補助金の交付の可否を決定し

たときは、常陸太田市住宅用高効率給湯器設置事業費補助金交付（不交付）

決定通知書（様式第２号）により、申請者に通知するものとする。 

（補助金の請求） 

第８条 前条の規定により補助金の交付の決定を受けた者（以下「補助事業者」

という。）は、当該決定日から起算して３０日以内に常陸太田市住宅用高効

率給湯器設置事業費補助金交付請求書（様式第３号）を市長に提出するもの



とする。 

（補助対象機器の処分の制限） 

第９条 補助事業者は、補助事業に係る補助対象機器の法定耐用年数の期間内

において、補助対象機器を補助金交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換

し、貸与し、又は担保に供しようとするときは、あらかじめ常陸太田市住宅

用高効率給湯器処分承認申請書（様式第４号）を市長に提出し、承認を受け

なければならない。 

２ 市長は、前項の規定により補助対象機器の処分を承認したときは、常陸太

田市住宅用高効率給湯器処分承認通知書（様式第５号）を補助事業者に通知

するものとする。 

（補助金の取消し又は返還） 

第１０条 市長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当するときは、当該

補助事業に対し補助金の交付決定を取り消し、既に補助金の交付があるとき

は、補助金の全部又は一部を返還させるものとする。 

(1) 虚偽の申請その他不正な手段により補助金の交付を受けたとき。 

(2) この要項の規定又は市長の指示に違反したとき。 

(3) その他補助金の運用を不適当と市長が認めたとき。 

２ 市長は、前項の規定により補助金の交付を取り消したときは、常陸太田市

住宅用高効率給湯器設置事業費補助金交付決定取消通知書（様式第６号）に

より、補助事業者に通知するものとする。 

（委任） 

第１１条 この要項に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この告示は、平成２２年４月１日から施行する。 

（失効） 

２ この告示は、令和８年３月３１日限り、その効力を失う。 

（経過措置） 

３ 前項の規定にかかわらず、この告示の失効前に交付決定を受けたものにつ

いては、なお従前の例による。 

附 則 

この告示は、平成２３年４月１日から施行する。 

附 則 



（施行期日） 

１ この告示は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この告示による改正後の常陸太田市住宅用高効率給湯器設置事業費補助金

交付要綱の規定は、この告示の施行の日以後に新たに設置される補助対象機

器について適用し、施行日前に設置された補助対象機器については、なお、

従前の例による。 

附 則 

この告示は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則 

この告示は、令和４年４月１日から施行する。ただし、附則第２項の改正規

定は、公布の日から施行する。 

附 則 

この告示は、令和５年４月１日から施行する。ただし、附則第２項の改正規

定は、公布の日から施行する。 

附 則 

この告示は、令和６年３月３１日から施行する。ただし、第４条の改正規定

は、令和６年４月１日から施行する。 

別表（第２条及び第５条関係） 

種類 内容 補助金の上

限額 

住宅用CO2冷媒ヒートポン

プ式電気給湯器 

二酸化炭素を冷媒に用いた、空気熱源ヒ

ートポンプ式給湯器 

30,000円 

住宅用ハイブリッド給湯

器 

都市ガス、LPガス又は灯油を燃料として

潜熱を回収することで、熱効率を向上さ

せる給湯器及び空気熱源ヒートポンプを

組み合わせた給湯器 

30,000円 

住宅用燃料電池コージェ

ネレーションシステム 

都市ガス又はLPガス等から燃料となる水

素を取り出して空気中の酸素を反応させ

て発電し、発電時に発生する排熱を給湯

等に利用するシステム 

72,000円 

 


